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公 布 さ れ た 条 例 の あ ら ま し 

 

○ 滋賀県職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第33号） 

１ 滋賀県職員の育児休業等に関する条例（平成４年滋賀県条例第４号）の一部改正 

(1) １日につき２時間を超えない範囲内で請求する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は、勤務

時間の始めまたは終わりでない時間についても行うことができることとしました。（第１条の規定による改正後

の第22条関係） 

(2) １年につき条例で定める時間を超えない範囲内で請求する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承

認は、１時間を単位として行うこととしました。ただし、次のアまたはイに掲げる場合にあっては、それぞれ当

該アまたはイに定める時間数の第２号部分休業を承認することができることとしました。（第１条の規定による

改正後の第22条の２関係） 

ア １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって、当該勤務時間の全てについ

て承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間数 

イ 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残時間数の全てについて承認の請

求があったとき 当該残時間数 

(3) 第１号部分休業または第２号部分休業のいずれを請求するかに係る任命権者に対する事前の申出は、毎年４月

１日から翌年３月31日までの期間ごとに行うこととしました。（第１条の規定による改正後の第22条の３関係） 

(4) 第２号部分休業の上限は、１年につき次のアまたはイに掲げる職員の区分に応じ、当該アまたはイに定める時

間とすることとしました。（第１条の規定による改正後の第22条の４関係） 

ア 非常勤職員以外の職員 77時間30分 

イ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間の時間数に10を乗じて得た時間 

(5) 第１号部分休業または第２号部分休業のいずれを請求するかの申出の内容を変更することができる特別の事情

は、配偶者が負傷または疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の申出時に予測することができ

なかった事実が生じたことにより申出の内容の変更をしなければ当該職員の小学校就学の始期に達するまでの子

の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とすることとしました。（第１条の規定による改正後の第22

条の５関係） 

(6) 部分休業の承認を取り消す事由は、職員が申出の内容の変更をしたときとすることとしました。（第１条の規

定による改正後の第24条関係） 

２ 滋賀県職員の勤務時間、休日および休暇に関する条例（平成６年滋賀県条例第49号）、滋賀県公立学校職員の勤務
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時間、休日および休暇に関する条例（昭和33年滋賀県条例第20号）および滋賀県地方警察職員の勤務時間、休日お

よび休暇に関する条例（昭和33年滋賀県条例第24号）の一部改正 

(1) 子育て支援時間について、１年につき人事委員会規則で定める時間を超えない範囲内で取得する形態を選択で

きるようにすることとしました。（第２条の規定による改正後の第20条の３、第４条の規定による改正後の第21条

の３および第５条の規定による改正後の第20条の３関係） 

(2) 任命権者は、滋賀県職員の育児休業等に関する条例第25条第１項の規定による申出をした職員等に対して、出

生時両立支援制度等その他の事項を知らせるための措置等を講ずる等しなければならないこととしました。（第

２条の規定による改正後の第21条、第４条の規定による改正後の第22条および第５条の規定による改正後の第21

条関係） 

３ 滋賀県企業職員の給与の種類および基準に関する条例（昭和43年滋賀県条例第24号）および滋賀県病院事業に従

事する企業職員の給与の種類および基準に関する条例（平成17年滋賀県条例第112号）の一部改正 

  育児部分休業および子育て支援時間について、１日の勤務時間の全部または一部を勤務しないものとすることと

しました。（第３条の規定による改正後の滋賀県企業職員の給与の種類および基準に関する条例第４条および滋賀

県病院事業に従事する企業職員の給与の種類および基準に関する条例第25条関係） 

４ その他 

(1) この条例は、令和７年10月１日から施行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県税条例等の一部を改正する条例（条例第34号） 

１ 個人の県民税 

令和８年度以後の各年度分の個人の県民税について、所得割の納税義務者が地方税法（昭和25年法律第226号）第

34条第１項第12号に規定する特定親族を有する場合には、その者の前年の総所得金額等から特定親族特別控除額を

控除することとしました。（第１条の規定による改正後の第19条関係） 

２ 法人の県民税 

(1) マンション再生組合、マンション等売却組合およびマンション除却組合について、収益事業課税とすることと

し、併せて課税免除の対象とすることとしました。（第１条の規定による改正後の第17条、第27条の９関係） 

(2) 法人の県民税の法人税割の税率の特例措置について、その適用期間を令和13年１月31日までの間に終了する事

業年度まで５年間延長することとしました。（第１条の規定による改正後の付則第15条関係） 

３ 県たばこ税 

  加熱式たばこに係る県たばこ税の課税標準について、国たばこ税における諸制度の取扱いを踏まえ、所要の措置

を講ずることとしました。（第１条の規定による改正後の付則第10条関係） 

４ 軽油引取税 

(1) 円滑化協定（我が国の自衛隊と我が国以外の締約国の軍隊との間における相互のアクセスおよび協力の円滑化

に関する我が国と当該締約国との間の条約をいう。）に基づいて国内に所在する当該締約国の軍隊（以下「締約

国軍隊」という。）が公用に供する軽油の輸入をする場合における軽油引取税の課税免除措置等について定める

こととしました。（第１条の規定による改正後の第55条、第58条の２関係） 

(2) 締約国軍隊が国内において行う軽油の引取りに係る自衛隊と同等の条件の軽油引取税の課税免除措置について

定めることとしました。（第１条の規定による改正後の付則第10条の２の６関係） 

(3) 軽油引取税の課税免除の特例について、日本国の自衛隊と我が国以外の締約国の軍隊との間における相互のア

クセス及び協力の円滑化に関する日本国と我が国以外の締約国との間の協定の実施に関する法律（令和７年法律

第26号）の施行に伴い、必要な規定の整理を行うこととしました。（第２条の規定による改正後の付則第10条の

２の６関係） 

５ 滋賀県税条例の一部を改正する条例（令和６年滋賀県条例第37号）において講じた外形標準課税の対象法人に係

る事業税額の控除措置について、対象となる法人を明確化することとしました。（第４条関係） 

６ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、次のアからカまでに掲げる規定は、当該アから

カまでに定める日から施行することとしました。 

ア １および６(2)の一部 令和８年１月１日 

イ ３および６(2)の一部 令和８年４月１日 

ウ ４(1)および(2)ならびに６(2)の一部 地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律
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（令和７年法律第７号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行の日 

エ ４(3)および６(2)の一部 日本国の自衛隊と我が国以外の締約国の軍隊との間における相互のアクセス及び協

力の円滑化に関する日本国と我が国以外の締約国との間の協定の実施に関する法律の施行の日 

オ (3)の一部 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第28

号）の施行の日 

カ ２(1) 老朽化マンション等の管理及び再生の円滑化等を図るための建物の区分所有等に関する法律等の一部

を改正する法律（令和７年法律第47号）の施行の日 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(3) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県税の課税免除および不均一課税に関する条例の一部を改正する条例（条例第35号） 

１ 第２種産業振興促進区域における課税免除の適用期限を令和９年３月31日まで延長することとしました。（第４

条関係） 

２ 促進区域における不均一課税の適用期限を令和10年３月31日まで延長することとしました。（第６条関係） 

３ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行し、１および２は、令和７年４月１日から適用することとしました。 

(2) その他必要な規定の整備を行うこととしました。 

○ 滋賀県議会議員および滋賀県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例（条例

第36号） 

１ 個人演説会告知用ポスターの廃止に伴い、必要な規定の整理を行うこととしました。（第１条関係） 

２ 選挙運動用ビラの作成のための公費負担限度額の算定の基礎となる作成単価を次のとおり改正することとしまし

た。（第８条関係） 

(1) ビラの作成枚数が50,000枚以下の場合 

  ８円38銭（現行７円73銭）に引き上げることとしました。 

(2) ビラの作成枚数が50,000枚を超える場合 

５円62銭（現行５円18銭）に50,000枚を超える枚数を乗じて得た金額に419,000円（現行386,500円）を加えた

金額をビラの作成枚数で除して得た金額に引き上げることとしました。 

３ 選挙運動用ポスターの作成のための公費負担限度額の算定の基礎となる作成単価を次のとおり改正することとし

ました。（第12条関係） 

(1) ポスター掲示場の数が500以下の場合 

  586円88銭（現行541円31銭）にポスター掲示場の数を乗じて得た金額に316,250円を加えた金額をポスター掲示

場の数で除して得た金額に引き上げることとしました。 

(2) ポスター掲示場の数が500を超える場合 

30円73銭（現行28円35銭）に500を超える数を乗じて得た金額に609,690円（現行586,905円）を加えた金額を

ポスター掲示場の数で除して得た金額に引き上げることとしました。 

４ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、１および(2)の一部は、令和８年１月１日から施

行することとしました。 

(2) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

○ 滋賀県民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例（条例第37号） 

(1) 民生委員の定数の範囲を改めることとしました。 

(2) この条例は、令和７年12月１日から施行することとしました。 

○ 滋賀県水道法に基づく技術上の監督業務を行う者を置く水道の布設工事等を定める条例の一部を改正する条例

（条例第38号） 

１ 建設業法施行令（昭和31年政令第273号）の一部改正による条項の移動に伴い、必要な規定の整理を行うこととし

ました。（第３条および第４条関係） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

○ 滋賀県琵琶湖流域下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例（条例第39号） 

(1) 矢橋帰帆島公園の相撲場を廃止することとしました。（第９条および別表関係） 

(2) この条例は、令和７年９月１日から施行することとしました。 

(3) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 
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○ 滋賀県警察官支給品および貸与品条例の一部を改正する条例（条例第40号） 

(1) 警察官に対して支給する支給品の品目から夏服スカートを削ることとしました。（第１条関係） 

(2) この条例は、公布の日から施行することとしました。 
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